
資料１ 

1 

 

岡山県環境基本計画(エコビジョン 2040)の 
令和７(2025)年度進捗状況について 

 

 岡山県環境基本条例に基づく、環境の保全に関する総合的な計画である岡山県

環境基本計画の令和７(2025)年度進捗状況の概要は次のとおりである。 

 

１ 計画の概要 

(1) 期 間 

   長期的な視点：令和 22(2040)年頃 

   短期的な取組：令和７(2025)年度～令和 10(2028)年度 

 

(2) 内 容 

  ① 計画の目指す姿(令和 22(2040)年頃) 

    より良い環境に恵まれた持続可能な社会 

    ～山から海まで 豊かな岡山を 次世代へ～ 

  ② 具体的な取組 

ア 基本目標 

Ⅰ 気候変動対策(緩和･適応)の推進 

Ⅱ 循環型社会の形成 

Ⅲ 安全･安心な生活環境の保全と創出 

Ⅳ 自然と共生した社会の形成 

イ 横断的な視点 

Ⅰ 環境の未来を支える担い手づくり 

Ⅱ 環境の未来を創る経済振興 

 

２ 令和７(2025)年度進捗状況 

 

達成レベル別重点プログラム数（３段階評価） 

区    分 重点プログラム数 
達成レベル別 

平均 
３ ２ １ 

基
本
目
標 

Ⅰ 気候変動対策(緩和･適応)の推進 28 8 15 5 2.11 

Ⅱ 循環型社会の形成 21 3 17 1 2.10 

Ⅲ 安全･安心な生活環境の保全と創出 19 1 18 0 2.05 

Ⅳ 自然と共生した社会の形成 16 3 12 1 2.13 

横
断
的

な
視
点 

Ⅰ 環境の未来を支える担い手づくり 10 1 8 1 2.00 

Ⅱ 環境の未来を創る経済振興 13 4 9 0 2.31 

全    体 107 20 79 8 2.11 

 

３ 各重点プログラムの進捗状況 

  資料２、３のとおり 
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４ 今後の進め方 

・岡山県環境審議会に計画の進捗状況を報告し、さらなる効果的な取組方法

について、専門的見地から助言をいただくことなどにより、計画の一層の

推進を図る。 

・協働の場である「エコパートナーシップおかやま」などを通じて、県民、

事業者、市町村等と計画の目標、進捗状況、課題等を共有し、各主体の参

加と協働により計画を推進する。 

 

 

（参考）達成レベルの評価方法 

 

１ 指標があるもの 

 

（１）評価基準 

※目標値：努力目標(R10)の数値  策定時：R5 の数値  実績値：R7 の数値 

   ※進捗率により評価できない指標については、個別の基準で評価している 

 

（２）対象年度毎の進捗率 

対象年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

上限
なし 

Ａ 20 40 60 80 100 
Ｂ 10 20 40 60 80 

上限
あり 

Ａ 18 36 54 72 90 
Ｂ 8 16 34 52 70 

※「上限あり」とは、目標値が「全市町村」や「100％」など、 
実績値が目標値を超えることができない指標 

 

２ 指標がないもの 

 
 
 
 

※「効果的に実施」とは、計画以上の実施回数、問題点等の改善等により実施した
ものなどを指す。 

 

 

 

進捗率 達成レベルの評価基準 例：Ｒ7年度（上限なし）の場合 

 
 

  ×100 

３：進捗率がＡ％以上 

２：進捗率がＢ％以上Ａ％未満 

１：進捗率がＢ％未満 

(Ａ及びＢは下記進捗率を参照する) 

３：４０％以上 

２：２０％以上４０％未満 

１：２０％未満 

実績値－策定時

目標値－策定時
 

３：計画に沿った事業等を効果的に実施した 
２：計画に沿って事業等を実施した 
１：事業等を実施していない 
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令和７（2025）年度  

岡山県環境基本計画（エコビジョン2040） 

達成レベル及び数値目標一覧表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 文 化 部  



 

 

 



番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

1 4,452
4,452

(R5年度)
(2023年度)

4,540
(R6年度)

(2024年度)
5,116 2

2 2

3 2

4 11 16 20 24 3

5 2

6 20 21 23 27 3

7 3

8 2

9 11 11 11 70 1

10 15,535 15,726 15,771 18,000 1

11 2

12 43,062 43,867 44,330 50,000 1

13 2

14 11,777
11,777

(R5年度)
(2023年度)

13,250
(R6年度)

(2024年度)
29,200 1

15 2

16 82.0 88.7 93.8 100 3

17 24 27 30 34 3

18
3,413

(R4年度)
(2022年度)

3,418
(R5年度)

(2023年度)

3,414
(R6年度)

(2024年度)

2,882
(R9年度)

(2027年度)
1

19 2

道路交通の円滑化の推進 主要渋滞箇所における対策実施個所数(箇所)

温室効果ガス排出量算定・報
告・公表制度による排出削減

岡山県温室効果ガス排出量算定・報告・公表制
度の対象となる事業所の温室効果ガス排出量
(万t-CO2)

フロン類の排出抑制の推進

電気自動車等の普及促進 電気自動車等の普及台数(台、累計)

県公用車へのエコカーの率先
導入

信号灯器のLED化率(%)信号灯器のLED化の推進

空港脱炭素化の推進 岡山桃太郎空港の航空灯火のLED化率(％)

アースキーパーメンバーシップ
制度の推進

アースキーパーメンバーシップ会員数(人・事業
所、累計)

デコ活の推進

エコドライブの推進 エコドライブ宣言者数(人、累計)

地球に優しい移動手段の選択

地域ぐるみで進める再生可能
エネルギーの導入

脱炭素地域づくりに取り組む地域の数(箇所、累
計)

省エネルギーに配慮した住宅
の普及拡大

省エネルギー型機器等の普及
拡大

省エネルギー型機器等の住民向け補助に取り組
む市町村数(市町村)

オフィスビル等の省エネルギー
化の推進

県有施設等の省エネルギー化
の推進

基本目標Ⅰ　　気候変動対策(緩和･適応)の推進

重点プログラム 項　　目

情報の発信と地域資源を活か
した取組の推進

県内の再生可能エネルギー導入量(GWh)

太陽光発電の導入促進

木質バイオマスのエネルギー利
用推進
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番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

20 12 17 19 27 3

21
149

(R3年度～R5年度
の平均値）

204 199
880

(R7年度～R10年
度の累計）

2

22 29 29 32 34 3

23 2

24 3 7 4 3 3

25
31.8

(R2年度～R5年度
の平均値）

32
(R3年度～
R6年度の
平均値)

33
(R4年度～

R7年度
の平均値)

40
(R7年度～R10年

度の平均値）
2

26 2

27 2

28 2

2.11

市町村の脱炭素化の支援
地方公共団体実行計画(区域施策編)策定済の
市町村数(市町村)

公益的機能を高めるための森
林整備の推進

再造林面積(ha)

県民参加による森づくりの推進 森づくり活動への参加企業数(企業、累計)

自然生態系分野における適応
の取組

平均

農林水産業における適応の取
組

自然災害に対する適応の取組

適応計画の推進

都市緑化等の促進

スマホアプリ等を通じて防災情報を入手する県民
の割合(％)

気候変動適応の普及啓発に係るイベント数(回)

健康に関する適応の取組

重点プログラム 項　　目
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番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

363 350 359 370

274 301 313 280

30 72.5 75.3 73.7 80以上 2

31 574 579 594 620 2

32 92 103
103

(R6年度)
(2024)

120 2

33 1,325 1,593 1,703 1,800 3

34
96.7

(R4年度)
(2022年度)

96.9
(R5年度)

(2023年度)

97.0
(R6年度)

(2024年度)

97
(R9年度)

(2027年度)
3

35 2

36 2

37
95.9

(R4年度)
(2022年度)

95.7
(R5年度)

(2023年度)

96.1
(R6年度)

(2024年度)

97
(R9年度)

(2027年度)
2

38 2

39 2

40 99.5 99.8 97.3 100 1

41 2

42 2

43 2

44 2

45 27.8 44.2 48.0 40 3

46 2

47 2

48 2

49 2

2.10

地域の活動の促進

円滑な処理体制づくり

平均

公共工事に係る廃棄物の再資
源化（％）

循環型社会形成推進モデル事
業の推進

一般廃棄物処理施設の計画的
な整備の促進

産業廃棄物処理業者等に対す
る監視・指導

PCB廃棄物の計画的な処理の
推進

農業用使用済みプラスチックの
適正処理の推進

産業廃棄物の広域的な移動に
対する対応

不法投棄等の防止と早期発見

農業用使用済みプラスチックのリサイクル処理率
(％)

建設廃棄物(アスファルト･コンクリート塊、コンク
リート塊、建設発生木材、建設汚泥)の再資源化
率(％)

プラスチック3Rの推進

循環型社会づくりに向けた処理
システムの構築

ごみの分別収集の徹底

リサイクル関連法の周知・徹底

排出事業者に対する指導・助言

リサイクル関連法の周知・徹底

3Rに関する広域ネットワークの
形成

一般廃棄物の排出抑制・資源化率(％)

産業廃棄物の排出抑制・資源化率(％)

おかやまプラスチック3R宣言事業所登録数(事業
所、累計)

基本目標Ⅱ　　循環型社会の形成

重点プログラム 項　　目

岡山県エコ製品の認定品目数(品目、累計)

食品ロス削減の推進

循環資源マッチングシステムの
利用促進

海ごみ対策の推進
海ごみ削減キャンペーン等によるごみの回収量
(t)

｢おかやま･もったいない運動｣
の推進29

岡山県エコ事業所の認定件数(件、累計)

食品ロス問題を認知して削減に取り組む県民の
割合(％)

循環資源登録数(件、累計)

2
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番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

50 100 100 100 100 2

51 21,288 22,147 23,486 26,000 3

52 100 92.6 100 100 2

53 84.9
84.9

(R5年度)
(2023年度)

85.7
(R6年度)

(2024年度)
90 2

54 89.0
89.0

(R5年度)
(2023年度)

89.5
(R6年度)

(2024年度)
93.1 2

55 96.5 95.7 96.6 98 2

0.7
0.7

(R5年度)
(2023年度

0.7
(R6年度)

(2024年度)
0.8

0 0 2.4 2.4

57 2

58 2

59 2

60 2

61 2

62 2

63 2

64 2

65 15 15 15 16 2

66 2

67 2

68 2

2.05

2

環境放射線の監視測定の実施

平均

瀬戸内海の自然景観及び文化
的景観の保全

水産資源の持続的な利用の確
保

道路交通、航空機、新幹線鉄
道の騒音･振動対策

騒音･振動･悪臭に係る規制地
域の適切な指定

工場･事業場対策の推進

有害大気汚染物質対策の推進
有害大気汚染物質等の環境基準及び指針値達
成項目数(個)

化学物質環境モニタリングの実
施

アスベスト対策の推進

56 児島湖再生の推進

児島湖の透明度(m)

環境用水の取水量(㎥/s)

児島湖流域下水道事業の推進

沿岸域の環境の保全、再生及
び創出

水質の保全及び管理

光化学オキシダント対策の推進
オキシダント情報等メール配信登録者数(人、累
計)

微小粒子状物質(PM2.5)対策の
推進

PM2.5 環境基準達成率(％)

ディーゼル自動車粒子状物質
削減対策の推進

ディーゼル自動車粒子状物質対策済率(％)

生活排水対策の推進 汚水処理人口普及率(％)

工場･事業場対策の推進 工場･事業場の排水基準適合率(％)

基本目標Ⅲ　　安全･安心な生活環境の保全と創出

重点プログラム 項　　目

工場･事業場対策の推進 工場･事業場の排ガス基準適合率(％)
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番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

69
950

(R4年)
(2022年)

1,031
(R5年)

(2023年）

1092
(R6年)

(2024年）

1,140
(R9年)

(2027年)
3

70 2

71 2

72 2

73 2

74 2

75 2

76 2

77 37,818 30,626 28,791 41,000 1
131

(R4年)
(2022年)

144
(R5年)

(2023年)

144
(R6年)

(2024年）

168
(R9年)

(2027年)

38,873
(R2年度～R5年度

の平均値)

47,908
(R3年度～R6年度

の平均値)

55,439
(R4年度～R7年

度の平均値)

30,100
(R7年度～R10年

度の平均値)

79 2

80 257,111 232,106 316,536 280,000 3

81
137

(R3年度～R5年度
の平均)

193 193
800

(R7年度～R10年
度の累計)

2

82 2

83 2

84 2

2.13

生物多様性の保全

平均

3
身近な自然体験プログラムの参加者数(人)

農地･農業用水等の保全

都市と農村との交流推進
移住・定住ポータルサイト「おかやま晴れの国ぐ
らし」へのアクセス数(件)

森林の整備による快適な環境
の保全

少花粉スギ・ヒノキ苗木による植替えの面積(ha)

都市と近郊のみどりの創出

緑化活動の推進

希少野生動植物の保護

鳥獣保護対策の推進

特定鳥獣保護･管理対策の推
進

狩猟者の確保

外来生物に関する普及啓発等
の推進

自然環境学習等の推進 自然保護センターの利用者数(人)

78 自然とふれあえる体験の場や
機会の充実

長距離自然歩道の利用者数(万人)

基本目標Ⅳ　　自然と共生した社会の形成

重点プログラム 項　　目

自然公園等の魅力向上に向け
た取組

自然公園利用者数(万人)

自然と調和した開発の指導

レッドデータブックの充実と活用

5 



番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

85 2

86 2

87 2

88 13 21 19 30 2

89 20,988 23,425 19,311 20,000以上 1

90 2

91 2

92 105 109 106 105 3

93 2

94 2

2.00平均

環境学習の機会の提供
環境学習出前講座・
環境学習エコツアー参加人数(人)

子どもたちの環境活動への支
援

スーパーエンバイロメントハイス
クールの指定

環境学習指導者の育成・活用 環境学習指導者登録数(人)

地域の特色を活かした良好な
景観形成の推進

快適な生活環境の保全

横断的な視点Ⅰ　環境の未来を支える担い手づくり

重点プログラム 項　　目

環境パートナーシップの形成促
進

地域課題解決ビジネスの支援

アダプト事業の推進

イベント等のエコ化の推進 グリーンイベント登録数(件)
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番号
策定時

(R5(2023))
前年度

(R6(2024))
現況

(R7(2025))
努力目標

(R10(2028))
達成レベル

95 2

96 2

97 2

98 56 60 66 71 3

99 2

100 2

101 2

102 176 194 207 250 3

103 2

104 125 134 140 150 3

105 2

106 2

107 90 95.2 95.2 100 3

2.31

木質バイオマス由来の新素材
の活用推進

コンビナートの脱炭素化・高効
率化の推進

脱炭素経営に向けた支援

環境保全型農業の推進

魅力ある林業の実現

環境マネジメントシステムの普
及拡大

エコアクション21認証･登録事業者の数(事業者、
累計)

平均

事業者による環境コミュニケー
ションの推進

環境影響評価の適正な実施

｢岡山県グリーン調達ガイドライ
ン｣に基づく取組の推進

岡山県グリーン調達ガイドラインに基づく調達目
標を設定している品目のうち目標を達成した品目
の割合(％)

国際水準以上の有機農業の取組面積(ha)

横断的な視点Ⅱ　環境の未来を創る経済振興

重点プログラム 項　　目

中小企業の新エネルギー設備
導入等の支援

脱炭素関連分野に関する新技
術等の研究開発の支援

電気自動車等の普及と技術開
発

循環型産業クラスターの形成
循環型産業クラスター形成促進事業を活用した
製品開発等への取組の数(件、累計)
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達成レベルの評価方法 

【指標があるもの】 
表１ 評価基準 
 指標の類型 評価の考え方 達成レベルの評価基準 

① 
割合や実数で表す
指標 

 
進捗率 
 
        ×100 

３：進捗率がＡ％以上 

２：進捗率がＢ％以上Ａ％未満 

１：進捗率がＢ％未満 

(Ａ及びＢは表２の対象年度毎の値で評価) 

② 

①の実数で表す指
標のうち、策定時
に対する目標値の
増減割合が極めて
小さい指標 

目標値/策定時の値が 
0.9以上1.1以下が対象 

３：目標値≦実績値 

２：策定時≦実績値＜目標値 

１：策定時＞実績値 

③ 
現状維持を目的と
した指標 
(策定時＝目標値) 

目標値と実績値を比較 

３：目標値＜実績値 

２：目標値＝実績値 

１：目標値＞実績値 

④ 

特例指標 
環境学習出前講座・ 

環境学習エコツアー参

加人数(人) 

毎年20,000人以上の参
加を目標としているこ
とから、①～③の評価
基準に当てはまらない
ため、個別に設定 

３：25,000人以上 

２：20,000人以上、25,000人未満  

１：20,000人未満 

⑤ 
特例指標 
児島湖の環境用水の導

入量（ｍ3/s） 

環境用水を導水するこ
とを目標としているこ
とから、①～③の評価
基準に当てはまらない
ため、個別に設定 

３：環境用水を導水できた 

２：導水に向けた取組等を実施した 

１：導水に向けた取組等を実施していない 

※目標値：努力目標(R10)の数値  策定時：R5の数値  実績値：R7の数値 

   

表２ 対象年度毎の進捗率 

対象年度 R６ R７ R８ R９ R10 

上
限
友
厹 

Ａ 20 40 60 80 100 

Ｂ 10 20 40 60 80 

上
限
厤
叫 

Ａ 18 36 54 72 90 

Ｂ 8 16 34 52 70 

※「上限あり」とは、目標値が「全市町村」や「100％」など、実績値が目標値を超えることができない指標 

 

【指標がないもの】 

３…計画に沿った事業等を効果的に実施した 
２…計画に沿って事業等を実施した 
１…事業等を実施していない 

※「効果的に実施」とは、計画以上の回数や、問題点等の改善等により実施したものを指す 

 

実績値－策定時

目標値－策定時
 

 



重点プログラム進捗状況調査票

気候変動対策(緩和･適応)の推進

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

再生可能エネルギーの導入推進（P40）

4,452 5,116

4,452

(R5年度)

(2023年度)

4,540

(R6年度)

(2024年度)

13.3 1
適地の減少や固定価格買取制度による買

取価格の下落に加え、太陽光発電以外の

再生可能エネルギーの導入は資金面の

ハードルが高く、導入拡大が鈍化してい

る。

補助金などの情報発信や、地域の実情に

応じた市町村への支援等により、再生可

能エネルギーの導入促進に努める。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

2
導入の可能性がある地区について、事業

化の意向を確認したが、事業化の意思を

示す地区はなかった。

小水力発電施設の導入検討を行う施設管

理者や発電事業者に対して、施設整備に

必要な助言を行うなど、引き続き農業用

水を活用した小水力発電施設の普及・啓

発に努める。

耕地課 農林

2
新たな開発候補地点の開発に向けて、現

地確認や資料の収集等を行った。

また、他事業者の動向などの情報収集を

行った。

FIT・FIP制度の動向等を注視しながら、

新規地点の調査や過去に事業化を見送っ

た地点の再検討を行う。

施設課 企業局

2
適地の減少や固定価格買取制度による買

取価格の下落などが影響し、太陽光発電

設備の導入拡大が鈍化している。

補助金などの情報発信や、地域の実情に

応じた市町村への支援等により、太陽光

発電の導入促進に努める。

脱炭素社会

推進課
環文

2
発電施設への未利用間伐材等の安定供給

に向けた連絡調整会議への参加や燃料調

達計画作成事業者への指導･助言を行っ

た。

燃料となる未利用間伐材等が安定供給で

きるよう、燃料調達計画の適切な指導・

助言によるエネルギー利用推進に努め

る。

林政課 農林

11 24 16 20 69.2 3
市町村のニーズを踏まえ、支援事業の見

直しを行ったことにより、新エネルギー

を核とした地域づくりに取り組む地域の

拡大は図られたが、目標の達成には至ら

なかった。

各市町村の環境担当部署だけでなく、政

策担当部局をはじめとする脱炭素地域づ

くりに関連する関係各所に広く取組の周

知・広報を行うなど、市町村との連携を

より強化することで目標の達成を図る。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

基本目標Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)

４ 地域ぐるみで進める再生

可能エネルギーの導入

脱炭素地域づくりに取り組

む地域の数(箇所、累計)

１ 情報の発信と地域資源を

活かした取組の推進

３木質バイオマスのエネル

ギー利用推進

所管課室 所属部局 評価類型

県内の再生可能エネルギー

導入量(GWh)

２ 太陽光発電の導入促進

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

2

1



重点プログラム進捗状況調査票

気候変動対策(緩和･適応)の推進

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

省エネルギーの推進（P41）

2

主に県内の建設業者を対象に、住宅の省

エネ化の必要性や動向、省エネ化技術向

上のために必要な法令上の知識等を習得

するためのセミナーを実施し、施行事業

者の省エネ住宅の普及に係る理解向上を

図った。

既設住宅の８割以上が国の省エネ基準を

下回っており、固定化されたエネルギー

消費量を改善するためには、既設住宅に

おける省エネ性能の向上が必要となる。

県民が住宅断熱の意義やメリットについ

て関心を持ち、断熱化の取組の契機とす

るため、商業施設での住宅断熱の展示等

により普及を図る。

脱炭素社会

推進課
環文

2
⾧期優良住宅、住宅リフォームについて

の周知等情報提供を行い、普及啓発に努

めた。⾧期優良住宅については、令和7年

度に県内で2,996件の認定を行った。

引き続き、情報提供等周知に努める。 住宅課 土木

2
建築物省エネ法の適合性判定制度及び省

エネ性能表示制度をホームページやチラ

シ配布等で周知した。建築物の省エネル

ギー化について、建築主及び設計者等に

対して意識付けすることができた。

建築物省エネ法が改正され、原則として

すべての建築物に省エネルギー消費性能

基準への適合が義務付けられたため、引

き続き、関係者へ制度の周知を図り、建

築物の省エネルギー化を推進するととも

に、その実現に向けた事業者の育成支援

に取り組む。

建築指導課 土木

20 27 21 23 42.9 3

家庭部門の温室効果ガスの排出量は減少

傾向にある中で、その大部分を占める家

電製品からの排出量を削減する必要があ

る。省エネ効果の高い設備等の導入を促

進している市町村に対し、その経費を一

部補助することで省エネ機器等の導入を

促進した。

市町村への経費補助における対象設備の

拡大を図る等、市町村と連携しながら省

エネ効果の高い設備等の導入を促進して

いく。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

3
事業者の脱炭素化を支援するため、省エ

ネアドバイザー（専門スタッフ）を21事

業者に派遣し、温室効果ガス及び設備の

ランニングコストの削減に関する提案を

行った。

事業者の脱炭素経営促進事業により、セ

ミナーや先行企業視察、勉強会、伴走支

援の実施により、事業者の脱炭素経営に

向けた取組を促進する。

脱炭素社会

推進課
環文

2
建築物省エネ法の適合性判定制度及び省

エネ性能表示制度をホームページやチラ

シ配布等で周知した。建築物の省エネル

ギー化について、建築主及び設計者等に

対して意識付けすることができた。

建築物省エネ法が改正され、原則として

すべての建築物に省エネルギー消費性能

基準への適合が義務付けられたため、引

き続き、関係者へ制度の周知を図り、建

築物の省エネルギー化を推進するととも

に、その実現に向けた事業者の育成支援

に取り組む。

建築指導課 土木

５ 省エネルギーに配慮した

住宅の普及拡大

７ オフィスビル等の省エネ

ルギー化の推進

６  省エネルギー型機器等

の普及拡大

省エネルギー型機器等の住

民向け補助に取り組む市町

村数(市町村)

2

3

2



重点プログラム進捗状況調査票

気候変動対策(緩和･適応)の推進

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

2
県庁本庁舎及び小橋町庁舎、その他県有

施設への高効率タイプの照明灯の導入な

ど、県有施設の省エネルギー化を推進し

た。

県庁舎においては、引き続き、耐震化整

備事業対象外であった東棟について、外

部に面する建具等の断熱性の高いものへ

の更新や省エネ設備・機器の導入等によ

り、省エネルギー化を推進する。また、

併せて、他の施設管理者に対する省エネ

に係る相談支援を実施する。

財産活用課 総務

2
環境マネジメントシステムの運用管理等

により、温室効果ガス排出量の削減、省

エネルギー化の推進に取り組んだ。

引き続き、環境マネジメントシステムに

よる運用管理を徹底するとともに、照明

のＬＥＤ化を進めるなど省エネルギー化

の取組を推進する。

脱炭素社会

推進課
環文

11 70 11 11 0.0 1
LED化工事の入札を行ったが、参加申請

者がなく不調となった。発注時期等につ

いて調整し、再入札を行った結果、一部

工事で契約ができた。

引き続き、情報収集に努め、発注時期等

に留意しつつ、事業推進を図る。

航空企画推

進課
県民 ①

脱炭素社会に向けたライフスタイル・ビジネススタイルの定着促進（P42）

15,535 18,000 15,726 15,771 9.6 1
様々な機会を捉え、広く県民にアース

キーパー活動をPRすることにより、新規

会員の獲得に努めた。またR6年度に設立

したユースチームによるPR活動を行っ

た。

県内のスポーツチームと連携した企画を

開催する等、引き続き広く県民にアース

キーパー活動をPRすることにより、新規

会員の獲得に努める。また、ユースチー

ムの活動も充実させていく。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

2
クールビズ・ウォームビズ県民運動を通

じ、事業所や家庭での温暖化防止の取組

を推進した。

国が進める脱炭素につながる新しい豊か

な暮らしを創る国民運動「デコ活」につ

いて広報・啓発し、行動変容を促す。

脱炭素社会

推進課
環文

43,062 50,000 43,867 44,330 18.3 1

エコドライブ宣言者数の増加が鈍化した

ため、努力目標の達成には至らなかっ

た。各種広報による普及啓発のほか、自

動車関連団体等が実施するイベントに参

加し、エコドライブ宣言者の募集を行っ

たり、宣言のあった事業者を県HP上で公

表したりするなど、エコドライブ宣言者

の増加に努めた。

運輸関係団体等へ働きかけるとともに、

エコドライブに取り組む事業者をＨＰで

公表するなど、エコドライブの普及促進

及びエコドライブ宣言者のさらなる増加

を目指す。

環境企画課 環文 ①

９ 空港脱炭素化の推進
岡山桃太郎空港の航空灯火

のLED化率(％)

10 アースキーパーメンバー

シップ制度の推進

アースキーパーメンバー

シップ会員数(人・事業

所、累計)

11 デコ活の推進

12 エコドライブの推進
エコドライブ宣言者数

(人、累計)

８ 県有施設等の省エネル

ギー化の推進
2

3



重点プログラム進捗状況調査票

気候変動対策(緩和･適応)の推進

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

2

５月末に実施している県下統一ノーマイ

カーデー運動については、昨年度から引

き続き実施し、昨年度以上のCO₂削減を

達成した。また、公共交通利用の一層の

促進に向け、スマート通勤おかやまにも

参画し、各種広報媒体を活用し、意識啓

発を図った。

引き続き、行政による率先行動として

ノーマイカーデー運動を実施するととも

に、スマート通勤おかやまにも参画す

る。

環境企画課 環文

2

「公共交通利用の日」(毎月最終金曜日)

の広報活動とともに、国土交通省岡山国

道事務所、岡山市及び倉敷市と共同で実

施した「スマート通勤おかやま」を通

じ、マイカーから公共交通機関への利用

転換に向けた意識啓発が図られた。

マイカーから公共交通機関への利用転換

に向けた意識啓発を、引き続き行ってい

く必要がある。

交通政策課 県民

2
第2次岡山県自転車活用推進計画に沿って

施策に取り組み、進捗状況の調査を行っ

た。

R8年度は、第３次岡山県自転車活用推進

計画の作成を行うとともに、引き続き、

関係部局と連携を図りながら市町村に対

しても協力を促し、自転車活用の推進に

取り組んでいく。

道路整備課 土木

環境に配慮した交通環境の整備と活用の推進（P44）

11,777 29,200

11,777

(R5年度)

(2023年度)

13,250

(R6年度)

(2024年度)

8.5 1
県民や事業者に対して、車両や充電設備

の導入補助を行ったほか、試乗会の開催

や、Webを活用したＥＶ等の魅力ＰＲ、

既築マンションへの充電設備設置に向け

たセミナーの開催等を実施した。

引き続き、車両・充電設備の導入を支援

するほか、開催規模を拡大した試乗会の

開催や、ＥＶ等の魅力を伝える動画制

作、既築マンションに加え、宿泊施設を

対象とした充電設備設置に向けたセミ

ナーの開催など、ＥＶ等のさらなる普及

拡大を図る。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

2 特殊な車両を除き、低排出ガス車を導入

した。

今後も低排出ガス車の率先導入を進め

る。
用度課 出納局

82.0 100 88.7 93.8 65.6 3 目標達成に向け、計画的な整備に努め、

信号灯器のLED化を推進した。

引き続き、計画的なLED式信号灯器の整

備を推進し、省エネルギー化を図る。
交通規制課 警察 ①

24 34 27 30 60.0 3
現道拡幅やバイパス整備、交差点改良な

どの道路整備等を着実に実施した結果、

交通円滑化の推進に資することができ

た。

今後も引き続き、国や市町村との適切な

役割分担に沿って、交通容量拡大や交通

分散されるよう、道路整備等を着実に推

進する。

道路建設課 土木 ①

13 地球に優しい移動手段の

選択

電気自動車等の普及台数

(台、累計)

15 県公用車へのエコカーの

率先導入

16 信号灯器のLED化の推進 信号灯器のLED化率(%)

17 道路交通の円滑化の推進
主要渋滞箇所における対策

実施個所数(箇所)

14 電気自動車等の普及促進

2

4



重点プログラム進捗状況調査票

気候変動対策(緩和･適応)の推進

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

温室効果ガスの排出削減と吸収源対策の推進（P45）

3,413

(R4年度)

(2022年度)

2,882

(R9年度)

(2027年度)

3,418

(R5年度)

(2023年度)

3,414

(R6年度)

(2024年度)

-0.2 1

令和６年度の国の法令改正に伴う制度見

直しにより、令和５年度実績以降、非化

石燃料が算定対象となったことや、経済

状況の回復による生産量の増加等によ

り、事業所における温室効果ガス排出量

が増加した。前年度実績比では減少に転

じている。

引き続き、温室効果ガス排出量算定・報

告・公表制度の適切な運用等を通じて、

特定事業者の温室効果ガス排出量削減に

向けた自主的な取組を促進する。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

2

業務用冷凍空調機器を設置する事業所へ

の立入検査等により、機器の点検やフロ

ン類回収等などの管理者の責務について

周知徹底を図るとともに、第一種フロン

類充塡回収業者に適切なフロン類回収等

の指導を行った。

業務用冷凍空調機器を設置する事業所や

第一種フロン類充塡回収業者への立入検

査を実施し、適切に機器の管理やフロン

類回収がなされるよう指導に努める。

環境企画課 環文

12 27 17 19 46.7 3
県市町村脱炭素ネットワーク会議や個別

のヒアリングを通して、策定に係る課題

を把握するとともに、策定の取組を促し

た。

引き続き県市町村脱炭素ネットワーク会

議や個別のヒアリングを通して、策定に

係る課題を把握するとともに、策定の取

組を促す。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

149

(R3年度～

R5年度の平

均値）

880

(R7年度～

R10年度の

累計）

204 199 22.6 2
造林国庫補助事業やおかやま森づくり県

民税等を活用し、伐採跡地への再造林等

を推進した。

森林の持つ公益的機能を十分に発揮させ

るため、今後も補助事業等を活用した再

造林の推進を働きかけ、森林の適正な整

備に努める。

治山課 農林 ①

2
確実な再造林に向け、関係者の合意形成

のもと一体となって対策を実行するた

め、対策検討会議及び県民局ごとにWG

を設置し、課題解決の取り組みを行っ

た。

森林の適切な経営管理、造林作業の省力

化・効率化、伐採作業と造林作業の連

携、苗木の安定供給体制の構築、獣害対

策の強化といった課題に、技術・経営の

両面から支援を行う。

林政課 農林

2
管理する分収林（水源かん養林）の施業

については、水源かん養林の機能維持を

考慮したうえで、地権者等と協議しなが

ら方向性を検討し、施業計画のフォロー

アップを行った。

引き続き分収林（水源かん養林）の施業

については、水源かん養林としての機能

維持を念頭に、林に応じた適切な管理・

施業方法を検討する。

経営推進室 企業局

29 34 29 32 60.0 3
森林保全活動に取り組もうとする企業等

からの要請に対応して、活動森林等の情

報提供、地元市町村等との調整等の支援

を行った。

活動状況や活動成果による二酸化炭素吸

収量の数値化等をＰＲすることにより、

新たな企業等の参画を促進する。

林政課 農林 ①

21 公益的機能を高めるため

の森林整備の推進

19 フロン類の排出抑制の推

進

地方公共団体実行計画(区

域施策編)策定済の市町村

数(市町村)

再造林面積(ha)

20 市町村の脱炭素化の支援

22 県民参加による森づくり

の推進

森づくり活動への参加企業

数(企業、累計)

18 温室効果ガス排出量算

定・報告・公表制度による

排出削減

岡山県温室効果ガス排出量

算定・報告・公表制度の対

象となる事業所の温室効果

ガス排出量(万t-CO2)

2
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重点プログラム進捗状況調査票

気候変動対策(緩和･適応)の推進

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

2
節電やクールビズ県民運動の広報等にお

いて、夏の軽装や空調機器の温度調節等

と併せて、すだれや緑のカーテン（壁面

緑化）による取組を呼びかけた。

引き続き、クールビズ県民運動の広報等

において、夏の軽装や空調機器の温度調

節等と併せて、すだれや緑のカーテン設

置（壁面緑化）の取組を呼びかける。

脱炭素社会

推進課
環文

2
県民一人当たり都市公園面積は計画時点

より増加したが、県及び市町村における

新規の都市公園整備が減少しており、今

後の大きな伸びは見込めない状況にあ

る。

都市公園整備を引き続き促進し、住民と

一体となった都市緑化意識の高揚に努め

る。

都市計画課 土木

気候変動への適応（P47）

3 3 7 4 3
気候変動の影響や適応に関する情報収集

を行うとともに、普及啓発資材の作成

や、各種イベント等での広報活動を実施

した。

引き続き、機会を捉えた広報活動等を行

うとともに、気候変動の影響・適応分野

における指導者の育成と、県民への普及

啓発等を目的としたワークショップを開

催する。

脱炭素社会

推進課

環境保健セ

ンター

環文 ③

31.8

(R2年度～

R5年度の平

均値）

40

(R7年度～

R10年度の

平均値）

32

(R3年度～

R6年度の

平均値)

33

(R4年度～

R7年度

の平均値)

14.6 1
数値の増加は非常にわずかであり、現在

の普及活動は停滞しているといえる。関

心が高い層は自発的に導入し終わってお

り、関心の薄い層へのアプローチが不足

している。

防災意識の低い層やスマホに不慣れな層

へのアプローチが課題となる。防災情報

アプリ・防災ポータルの存在の周知及び

メリットの啓発を行うとともに、利便性

を向上し、有用性を高めることで利用者

の定着を図る。

危機管理課 直轄 ①

2
流域治水プロジェクトに基づき、河川改

修等ハード対策を実施するとともに、河

川流域全体のあらゆる関係者が協働して

流域治水対策を実施した。

引き続き、流域治水プロジェクトに基づ

き、計画的に流域治水対策を進める。
河川課 土木

2
気候変動による農林水産業への影響把握

を継続的に実施するとともに高温に対応

する新品種・技術の開発及び生産現場で

の普及を計画通り進めた。

今後、温暖化がより深刻化していくこと

が予測される中、引き続き、影響把握や

新品種・技術開発を進め、生産現場での

普及を図る。

農林水産総

合センター
農林

2
熱中症による救急搬送者数や死亡者数を

減少させるため、効果的な普及啓発に向

けて、熱中症対策推進会議を開催し、庁

内の関係部局の連携強化を図った。

岡山県では、高齢者の搬送者数が全国で

最も多く、熱中症搬送者数を減少させる

ため、引き続き庁内会議を開催し、各部

の連携を強化するほか、民間企業と連携

し、効果的な熱中症啓発資材の作成、薬

局やコンビニでの情報発信を行い、広く

熱中症啓発に努める。

健康推進課 保医

2
岡山県野生生物目録の情報整理、情報収

集及び基礎調査により、県内の生態系や

種の変化の把握に取り組んだ。

レッドデータブック・レッドリストの作

成、発行等を通じて、県民の気候変動へ

の適応に対する意識啓発等に努める。

自然環境課 環文

23 都市緑化等の促進

28 自然生態系分野における

適応の取組

27 健康に関する適応の取組

26 農林水産業における適応

の取組

24 適応計画の推進
気候変動適応の普及啓発に

係るイベント数(回)

スマホアプリ等を通じて防

災情報を入手する県民の割

合(％)
25 自然災害に対する適応の

取組

2

2
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重点プログラム進捗状況調査票

循環型社会の形成

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

循環型社会実現に向けた意識改革と実践（P48）

363 370 350 359 1

新たに土木資材の他、コーヒーフィル

ターの廃材から再生された古紙を循環資

源とした文具・雑貨用マスキングテープ

など14件の新規認定を行ったが、製造中

止等による3件の廃止や、2件の非更新等

により、登録件数は微増に留まった。

巡回エコ製品等普及展示会や3Ｒアドバイ

ザによる周知活動等を通じて、引き続き

認定制度のPRに努め、認定件数の増加を

図る。

循環型社会

推進課
環文 ②

274 280 301 313 3
ラジオやSNS等の各種媒体、巡回エコ製

品等普及展示会、PR効果等により、19件

を新たに認定し、認定件数が増加した。

ラジオやSNS等の各種媒体、巡回エコ製

品等普及展示会による周知活動等を通じ

て、引き続き認定制度のPRに努め、認定

件数の増加を図る。

循環型社会

推進課
環文 ②

72.5 80以上 75.3 73.7 16.0 2

事業系食品ロス削減の一助として食品関

連事業者とフードバンクをつなぐマッチ

ングサービス「おかやまフードトリッ

プ」を運用し、利用促進に向け周知を

図った。また、食品ロス削減月間キャン

ペーンや、大学生による小学生向け出前

授業や調理実習の実施などにより、食品

ロス削減意識の醸成を図るとともに実践

を促した。

引き続き、「おかやまフードトリップ」

の利用促進に向けた周知を行い、事業系

食品ロスの削減を推進する。また、若い

世代の食品ロス削減意識の醸成のため、

大学生が小学生に対して食品ロスの問題

をテーマとする探究学習等の支援を行

う。10月の食品ロス削減月間キャンペー

ンの実施については県民に対して認知度

を上げていくために効果的な広報を検討

する。

循環型社会

推進課
環文 ①

574 620 579 594 2
3Ｒ推進アドバイザによる利用促進を図っ

た結果、令和７年度は、新規の資源情報

登録が20件、あっせん申込件数は8件

あったが、条件がかみ合わずマッチング

成立件数は0件であった。

引き続き、3Ｒ推進アドバイザによる利用

促進を図り、マッチング成立件数の増加

に努める。

循環型社会

推進課
環文 ②

海ごみ対策の推進（P50）

92 120 103
103

(R6年度)

(2024)

39.3 2

海ごみ・プラごみ削減フォーラムの開催

等により、海ごみの回収・発生抑制に向

けた意識の醸成を図った。また、回収活

動が自発的・継続的に行われるよう、地

域の実情に応じた回収活動のモデルづく

りに取り組んだほか、清掃ボランティア

活動が活発化するよう、市町村と連携

し、回収後の河川ごみ等の運搬・処分を

支援した。さらに、瀬戸内オーシャンズ

Ｘなど多様な主体と連携し、海ごみ対策

に取り組んだ。

海ごみの発生抑制については、ごみが海

に流出する前に身近な河川等で回収する

ことが有効であることから、河川や用水

路等でのごみ回収活動を支援する体制構

築に取り組む。引き続き、市町村のみな

らず、経済団体、地元町内会、学校等と

も連携し、県内一丸となって海ごみ対策

を推進する必要がある。

循環型社会

推進課
環文 ①

1,325 1,800 1,593 1,703 79.6 3

使い捨てプラスチックの使用削減を促す

キャンペーンを実施し、プラスチック３

Ｒの意識醸成を図るとともに、プラス

チック３Rを宣言して具体的な取組を実

践する事業所を登録する制度の実施によ

り、主体的な取組を促進した。

引き続き、「おかやまプラスチック３R

宣言事業所」登録制度により、事業者等

の主体的な取組を促すとともに、廃プラ

スチックの削減が海ごみの削減にも有効

であることから、海ごみ対策事業と連携

したフォーラムの開催や使い捨てプラス

チック削減キャンペーンの実施により、

プラスチック３Rについて県民意識の醸

成を図る。

循環型社会

推進課
環文 ①

32 海ごみ対策の推進

30 食品ロス削減の推進

33 プラスチック3Rの推進

海ごみ削減キャンペーン等

によるごみの回収量(t)

おかやまプラスチック3R宣

言事業所登録数(事業所、

累計)

(R6年度)

(2024年度)

31 循環資源マッチングシス

テムの利用促進
循環資源登録数(件、累計)

食品ロス問題を認知して削

減に取り組む県民の割合

(％)

岡山県エコ製品の認定品目

数(品目、累計)

29 ｢おかやま･もったいない

運動｣の推進

岡山県エコ事業所の認定件

数(件、累計)

基本目標Ⅱ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

2
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重点プログラム進捗状況調査票

循環型社会の形成

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

(R6年度)

(2024年度)

基本目標Ⅱ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

一般廃棄物の3Rの推進（P51）

3
市町村の一般廃棄物の３Ｒの推進のた

め、必要な技術的助言を行った結果、ご

み処理の有料化に取り組む市町村が増加

し、廃棄物の排出が抑制され、最終処分

量が減少した。

引き続き、市町村に対し、必要な技術的

助言を行い、循環型社会づくりに向けた

処理システムの構築に努める。

循環型社会

推進課
環文 ②

2
市町村に対し、分別収集促進計画を踏ま

えた分別収集の徹底等について助言や情

報提供に努めた結果、概ね計画通りの分

別収集が実施された。

引き続き、分別収集促進計画に基づき、

市町村に対し、助言や情報提供を行い、

ごみの分別収集の徹底を図る。

循環型社会

推進課
環文

2

一般廃棄物のリサイクル推進に向け、市

町村や県民、事業者に対し、各種リサイ

クル制度の周知等に努めたが、小売店で

の店頭回収等が増加しているため、市町

村のリサイクル率の増加が見込みにくい

状況にある。

引き続き、市町村や県民、事業者に対

し、リサイクル制度の周知を図る。

循環型社会

推進課
環文

産業廃棄物の3Rの推進（P52）

2
多量排出事業者が作成する廃棄物処理計

画の公表や指導等を行い、排出抑制等の

取組を促進したほか、あらゆる機会を捉

え、排出者責任等の周知を図った。

引き続き、多量排出事業者等に対し、排

出事業者の排出者責任や排出量の削減等

の周知徹底を図る。

循環型社会

推進課
環文 ②

2
リサイクル及び適正処理の推進に向け、

関係事業者等に対し、各種リサイクル制

度の周知、法令遵守の徹底等を行った。

引き続き、関係事業者等に対し、リサイ

クル制度の周知、法令遵守の徹底等を図

る。

循環型社会

推進課
環文

2

中四国地域の環境関連企業や研究者等の

産業廃棄物の利活用に関する先進的な技

術や製品を集め情報交換や商談等を行う

中四国環境ビジネスネットフォーラムを

開催するなど、環境ビジネスに関わる産

学官関係者の広域的なネットワーク形成

の強化を図った。

引き続き中四国環境ビジネスネット

フォーラムを開催するなど環境ビジネス

に関わる関係者の広域的なネットワーク

形成の強化に努め、形成されたネット

ワークを活用したビジネスマッチングを

推進する。

産業振興課 産労

99.5 100 99.8 97.3 1

全体として高い水準を維持しているが、

特定建設資材廃棄物以外の廃棄物（建設

汚泥）の再資源化率が低くなった。（建

設汚泥に含まれるヒ素やフッ素が再資源

化可能な基準値を超過し、その汚泥を最

終処分したため。）

引き続き、特定建設資材廃棄物の再資源

化・縮減率の水準を維持し、特定建設資

材廃棄物以外の廃棄物（建設汚泥）の再

資源化・縮減率の向上に努める。

技術管理課 土木 ②

2

循環型社会形成を推進すると認めら

れる先進的な事業に対し必要な経費

の一部を補助するなど、新技術・新

商品等の研究開発や事業化を支援し

た。

引き続き補助事業が有効に活用され

るよう関係者等への周知を行うとと

もに、産業廃棄物を利活用する新技

術、新商品等の開発及び事業化を支

援する。

産業振興課 産労

40 公共工事に係る廃棄物の

再資源化(％)

37 排出事業者に対する指

導･助言

38 リサイクル関連法の周

知･徹底

39 3R等に関する広域ネッ

トワークの形成

34 循環型社会づくりに向け

た処理システムの構築

一般廃棄物の排出抑制・資

源化率(％)

96.7

(R4年度)

(2022年度)

97

(R9年度)

(2027年度)

96.1

(R6年度)

(2024年度)

97.0

(R6年度)

(2024年度)

41 循環型社会形成推進モデ

ル事業の推進

36 リサイクル関連法の周

知･徹底

35 ごみの分別収集の徹底
96.9

(R5年度)

(2023年度)

産業廃棄物の排出抑制・資

源化率(％)

95.9

(R4年度)

(2022年度)

97

(R9年度)

(2027年度)

建設廃棄物(アスファルト･

コンクリート塊、コンク

リート塊、建設発生木材、

建設汚泥)の再資源化率(％)

95.7

(R5年度)

(2023年度)
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重点プログラム進捗状況調査票

循環型社会の形成

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

(R6年度)

(2024年度)

基本目標Ⅱ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

廃棄物の適正処理の推進（P53）

2
廃棄物処理施設の整備を促進するため、

市町村に対して国交付金の適正な交付や

技術的助言を行った。

引き続き、市町村の廃棄物処理施設の整

備が円滑に進むよう国交付金の交付や指

導・助言を行う。

循環型社会

推進課
環文

2
立入検査を通じて処理業者等に適正処理

を指導したほか、違反行為に対して許可

取消等の行政処分を厳正に行った。

建設系廃棄物の不適正処理が後を絶たな

いため、引き続き立入検査等により適正

処理を指導する。

循環型社会

推進課
環文

2
処分期限後に判明した高濃度PCB廃棄物

については、関係機関と連携して保管事

業者を指導したほか、低濃度PCB廃棄物

の早期処理を指導した。

処分期限後に判明した高濃度PCB廃棄物

については適正な保管を指導するほか、

R8年度末に期限を迎える低濃度PCB廃棄

物の処理のさらなる推進を図る。

循環型社会

推進課
環文

27.8 40 44.2 48.0 165.6 3
農業用使用済みプラスチック排出抑制に

ついての啓発や取組事例等を掲載したチ

ラシを作成し、農業用廃プラスチックの

適正処理を推進した。

引き続き、市町村・農業団体と連携し、

回収体制の整備及び農業用廃プラスチッ

クの適正処理を推進する。

農産課 農林 ①

2
県外から搬入される産業廃棄物の適正処

理確保のため、事前協議により性状等を

確認するとともに、運搬車両の路上検

査・指導を行った。

引き続き、事前協議や収集運搬車両の路

上検査等を行い、県内への搬入実態の把

握、適正処理の確保等に努める。

循環型社会

推進課
環文

不法投棄等の根絶と環境美化の推進（P54）

2
監視指導員の配置や夜間休日監視、上空

監視の実施や不法投棄110番の設置によ

り、不法投棄等の早期発見に努めたほ

か、ラジオスポット放送や新聞広告によ

る啓発を行った。

建設系廃棄物の不適正処理が後を絶たな

いため、引き続き不法投棄防止に係る各

種事業を実施し、不法投棄の早期発見及

び監視体制の強化に努める。

循環型社会

推進課
環文

2

地域で清掃活動や花いっぱい活動を行う

ボランティア団体を支援するとともに、

県内で行われているごみ拾い活動を「見

える化」するためのウェブページの紹介

など、あらゆる機会を捉えてPR活動を

行った。

引き続き、ボランティア団体を支援する

とともに、県内で行われているごみ拾い

活動を「見える化」するためのウェブ

ページの認知度向上や活用促進に努め、

県内における清掃美化活動の活性化を図

る。

循環型社会

推進課
環文

災害廃棄物に対する備え（P54）

2
研修会や図上訓練等の実施を通じ、市町

村や関係事業者団体と連携・支援体制の

強化を図った。

市町村において実効性のある処理体制が

構築できるよう、助言等を行う。

循環型社会

推進課
環文49 円滑な処理体制づくり

45 農業用使用済みプラス

チックの適正処理の推進

48 地域の活動の促進

46 産業廃棄物の広域的な移

動に対する対応

47 不法投棄等の防止と早期

発見

43 産業廃棄物処理業者等に

対する監視･指導

農業用使用済みプラスチッ

クのリサイクル処理率(％)

42 一般廃棄物処理施設の計

画的な整備の促進

44 PCB廃棄物の計画的な処

理の推進
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重点プログラム進捗状況調査票

安全･安心な生活環境の保全と創出

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

大気環境の保全（P55）

100 100 100 100 2 排ガスの行政検査を27件実施し、全件基

準に適合した。

引き続き、立入検査により基準適合状況

を確認し、基準違反があった場合は適切

に指導等を行う。

環境管理課 環文 ③

21,288 26,000 22,147 23,486 46.6 3
広報誌、ホームページ、ラジオ及び図書

館連携展示等による広報活動により、登

録者は順調に増加している。

引き続き、広報活動を通じて登録者を一

層増加させ、光化学オキシダントによる

被害発生の未然防止に努める。

環境管理課 環文 ①

100 100 92.6 100.0 2
稲わら等の野焼きの低減に向けた取組の

ほか、ばいじん等の排出抑制などに取り

組み、目標を達成した。

引き続き、稲わら等の野焼きの低減に向

けた取組のほか、排出基準の遵守の徹底

指導等の発生源対策を進める。

環境管理課 環文 ③

84.9 90

84.9

(R5年度)

(2023年度)

85.7

(R6年度)

(2024年度)
2

削減計画に基づく取組が順調に推移（対

策済車の増加、未対策車の減少）してお

り、対策率は増加している。

引き続き、県条例に基づく報告等によ

り、粒子状物質の削減を促進する。
環境管理課 環文 ②

水環境の保全（P56）

2
(合併処理浄化槽)クリーンライフ100構想

に基づいた計画的な施設整備を行ってお

り、令和6(2024)年度末の合併処理浄化槽

の汚水処理人口普及率は16.8%であっ

た。

引き続き、クリーンライフ100構想に基

づき、合併処理浄化槽の整備を推進す

る。

循環型社会

推進課
環文

2
（集落排水）クリーンライフ100構想に

基づいた計画的な施設整備を行ってい

る。

引き続きクリーンライフ100構想に基づ

き、生活排水対策に係る施設整備を推進

する。

農村振興課 農林

89.0 93.1

89.0

(R5年度)

(2023年度)

89.5

(R6年度)

(2024年度)
2

（下水道）クリーンライフ100構想に基

づいた計画的な施設整備を推進してお

り、全体としては汚水処理施設の普及率

向上が図られている。 しかし、資材高騰

により工事費が増加などにより進捗が遅

れた。

R５年度に見直したクリーンライフ100構

想に基づき、社会情勢や地域の実情に応

じた分担率により、各汚水処理施設を効

率的かつ効果的に整備するとともに、汚

水処理事業全体で、広域化・共同化を図

ることで、更なる効率化を目指す。

都市計画課 土木 ②

96.5 98 95.7 96.6 2 排水の行政検査を238件実施し、排水基

準違反は8件であった。

引き続き、立入検査により基準適合状況

を確認し、排水基準違反に対しては、適

切に改善指導等を行う

環境管理課 環文 ②

基本目標Ⅲ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)

54 生活排水対策の推進

汚水処理人口普及率(％)

52 微小粒子状物質(PM2.5)

対策の推進
PM2.5 環境基準達成率(％)

53 ディーゼル自動車粒子状

物質削減対策の推進

ディーゼル自動車粒子状物

質対策済率(％)

評価類型

50 工場･事業場対策の推進
工場･事業場の排ガス基準

適合率(％)

51 光化学オキシダント対策

の推進

オキシダント情報等メール

配信登録者数(人、累計)

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開 所管課室 所属部局

55 工場･事業場対策の推進
工場･事業場の排水基準適

合率(％)

2
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重点プログラム進捗状況調査票

安全･安心な生活環境の保全と創出

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅲ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開 所管課室 所属部局

児島湖水質保全対策の推進（P56）

0.7 0.8

0.7

(R5年度)

(2023年度

0.7

(R6年度)

(2024年度)

0.0 1
湖沼水質保全計画に基づく水質保全に資

する事業等を実施したが、目標を達成で

きなかった。

児島湖は67万人以上の流域人口や多くの

農地を抱えるとともに、気象条件によっ

ても水質は変動しやすい。引き続き、湖

沼計画に基づく取組を着実に進めるとと

もに、児島湖に生息する動植物を活用し

た、水質浄化に加えて児島湖の魅力向上

にも繋がる事業等を進める。

環境管理課 環文 ①

0 2.4 0 2.4 3
環境用水の水利使用許可を取得し、導水

を実現したが、気象や導水用水路の工事

の影響により継続的な導水までには至ら

なかった。

関係機関と協議を進めるなどし、継続的

な導水に努める。
環境管理課 環文 ⑤

2
関連市町(岡山市、倉敷市、玉野市、早島

町)が実施する流域関連公共下水道は概ね

順調に進捗しており、それに伴う流入汚

水量の増加に対応し、施設の増設を進め

ることとしている。

児島湖流域下水道浄化センターの増設

は、流入汚水量の増加に併せて段階的に

行うこととする。また、施設の適切な維

持管理を行うため、ストックマネジメン

ト計画等に基づく老朽化対策や耐震化を

着実に進める必要がある。

都市計画課 土木

瀬戸内海の保全と再生（P58）

2
自然海浜保全地区での清掃を支援すると

ともに、保全地区周知のための看板の一

部を更新した。

引き続き、自然海浜保全地区の保全等を

図ることで、瀬戸内海環境保全・自然海

浜保全に関する関心を高める。

環境管理課 環文

2
漁業者グループが自ら取り組むアマモ場

保全活動を支援するとともに栄養塩管理

措置の効果を検証した。

引き続きアマモ場等の藻場保全活動等を

支援しつつ、適切な栄養塩管理を促進す

る。

水産課 農林

2
総量削減計画及び瀬戸内海環境保全計画

に基づき、汚濁負荷量の削減や水質管理

の取組を実施した。

引き続き、総量削減計画及び瀬戸内海環

境保全計画に基づき各種施策を推進す

る。

環境管理課 環文

2
海域の生物生産性を高める視点から、必

要となる対応を関係者と協議するととも

に、その影響について調査をおこなっ

た。

引き続き、必要となる対応を関係者と協

議するとともに、その影響を調査する。
水産課 農林

2
瀬戸内海沿岸地域の市町に、園地や歩道

の管理委託を行い、自然公園の保全と利

用の適正化に努めた。

引き続き、関係市町と連携し、自然公園

の利用者が安心して利用できるよう園地

や歩道を管理し、瀬戸内海特有の優れた

景観の保全に努める。

自然環境課 環文

2 法令に従い適切な保全に努めた。
引き続き、法令に従い適切な保全を継続

していく。
文化財課 教育

2
水産資源を持続的に利用するため、栽培

漁業、資源管理型漁業、海面利用調整に

ついて、概ね計画どおり事業を実施し

た。

引き続き計画どおり事業を推進する。 水産課 農林

58 沿岸域の環境の保全、再

生及び創出

56 児島湖再生の推進

児島湖の透明度(m)

環境用水の取水量(㎥/s)

57 児島湖流域下水道事業の

推進

59 水質の保全及び管理

60 瀬戸内海の自然景観及び

文化的景観の保全

61 水産資源の持続的な利用

の確保

2

2

2

2
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重点プログラム進捗状況調査票

安全･安心な生活環境の保全と創出

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅲ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開 所管課室 所属部局

騒音・振動・悪臭の防止（P59）

2
関係市町村と連携し、道路交通騒音、新

幹線鉄道騒音・振動及び航空機騒音の測

定を行い、環境基準の達成状況を調査し

た。

引き続き、関係市町村と連携し環境基準

の達成状況を調査し、必要に応じ、事業

者へ対策の実施を要請する。

環境管理課 環文

2
沿道での自動車騒音が環境基準を上回っ

ている箇所について、舗装の損傷度、施

工効果等を勘案し、低騒音舗装を実施し

ており、こうした対策を講じた道路は着

実に増加している。

事業予算の確保が困難な状況ではある

が、優先度の高い箇所については、今後

も引き続き整備を進める。

道路整備課 土木

2 市町村職員研修会等において、指定地域

の見直しについて市町村に働きかけた。

引き続き、指定地域の見直し等について

各町村と協議し、各町村の実情に応じ適

切な指定を実施するとともに、市区域に

ついても必要な見直しを各市に促す。

環境管理課 環文

土壌・地下水汚染の防止（P59）

2
水質汚濁防止法に基づく地下水汚染の未

然防止措置について、関係する工場・事

業場に対し、指導を行った。

引き続き、有害物質の貯蔵施設など、構

造基準等が適用される工場・事業場に対

し、的確に指導を行う。

環境管理課 環文

有害化学物質による環境汚染の防止（P60）

15 16 15 15 2
県内４地点でダイオキシン類やベンゼン

等23物質の調査を実施し、１地点でヒ素

が指針値を超過したが、それ以外の環境

基準・指針値の設定項目はいずれも基準

等を達成した。

ヒ素が指針値を超過した玉野地域におい

て詳細調査を実施するとともに、発生源

である事業所への立入検査及び排出抑制

対策の指導等を実施する。

環境管理課 環文 ②

2
調査計画に基づき、水質15地点、底質７

地点でPFASなど化学物質20項目の環境

調査を実施し、その濃度は全国調査結果

の範囲内であった。

残留性の高い化学物質について、引き続

き環境調査を実施し、環境中の存在状況

の把握に努める。

環境管理課 環文

2

建築物解体等工事現場に重点的な立入検

査(672件)を行い、改正法の周知及び法遵

守の指導等のほか、一般環境のアスベス

ト濃度調査を実施した。また、関係機

関・団体で構成する協議会で、関係法令

の最新情報を共有した。

引き続き、建築物解体等工事現場におけ

るアスベスト飛散防止対策の徹底を図る

とともに、関係機関・団体で関係法令の

最新情報を共有する。

環境管理課 環文

環境放射線の監視（P60）

2

人形峠周辺及び県内５か所のモニタリン

グポストにおける環境放射線等の測定結

果に異常は認められなかった。また、リ

アルタイムに測定結果を公表するなど、

放射線に関する情報提供、知識の普及に

努めた。

引き続き環境放射線等の監視測定を計画

的かつ適切に実施するとともに、放射線

に関する知識の普及に努める。

環境企画課 環文

64 工場･事業場対策の推進

62 道路交通、航空機、新幹

線鉄道の騒音･振動対策

65 有害大気汚染物質対策の

推進

有害大気汚染物質等の環境

基準及び指針値達成項目数

(個)

66 化学物質環境モニタリン

グの実施

63 騒音･振動･悪臭に係る規

制地域の適切な指定

68 環境放射線の監視測定の

実施

67 アスベスト対策の推進

2
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重点プログラム進捗状況調査票

自然と共生した社会の形成

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

自然公園等の保護と利用促進（P61）

950

(R4年)

(2022年)

1,140

(R9年)

(2027年)

1,031

(R5年)

(2023年）

1092

(R6年)

(2024年）

74.7 3
自然公園内の眺望の維持・確保のため修

景伐採を行うとともに、利用者が安全か

つ快適に利用できるよう委託事業による

施設の清掃活動等を行っており、前年度

を上回る利用者数となった。

今後も国や関係市町村と連携して、利用

者が自然公園をより安全かつ快適に利用

できるよう整備・維持管理を行うととも

に、自然公園の魅力などについて情報発

信に努め、さらなる利用促進を図る。

自然環境課 環文 ①

2
環境影響評価に係る手続を終了し、工事

や事業に着手した事案に係る事後調査等

について、必要な指導を行った。

環境影響評価法及び岡山県環境影響評価

等に関する条例に基づく審査を行い、環

境負荷の回避・低減のため、的確な知事

意見となるよう努める。また、事後調査

に対する指導等により、フォローアップ

を図る。

環境企画課 環文

2 協定保護基準等に基づく制度の運用を通

じ、相談・協議・指導を行った。

制度の運用を通じ、関係法令の遵守、既

存植生の保護や改変地の緑化など適切な

指導を行い、自然との調和に配慮した開

発を促す。

自然環境課 環文

野生生物の保護と適正な管理の推進（P62）

2
R1(2019)年度末に改訂した岡山県版レッ

ドデータブック及び、R6(2024)年度末に

作成した岡山県版レッドリストを活用

し、普及啓発を実施した。

開発行為と自然保護との調整における基

礎資料として活用するとともに、その内

容を公表し、絶滅のおそれのある野生生

物の保護について県民の理解を深め、地

域における保護活動の促進を図る。

自然環境課 環文

2
条例指定種の保護推進区において、市町

村をはじめ、保護巡視員など地域の主体

と協力しながら保護活動を進めた。

引き続き、市町村等との連携の下、地域

で実施される保護活動に必要な支援を行

い、効果的な保護推進を図るとともに、

高齢化等で減少している保護巡視員の確

保に努める。

自然環境課 環文

2
鳥獣保護区等について、関係者の理解を

得ながら指定や見直しを行った。また、

鳥獣保護センターの運営を通じ傷病鳥獣

の保護を進めた。

鳥獣保護管理事業計画に基づき関係者の

理解を得ながら、地域の実情に応じた対

応を図る。

自然環境課 環文

2
ツキノワグマについては、管理計画に基

づき特定鳥獣専門指導員を６名配置し、

迅速な現地調査や地域住民への注意喚起

など、被害防止対策の強化を図った。

ツキノワグマについては、近年、人里へ

の出没も増えていることから、管理計画

に基づき、専門指導員による出没時の現

地調査や地域住民への注意喚起、出前学

習講座など被害防止対策を実施する。

自然環境課 環文

2
イノシシやニホンジカについては、狩猟

期間の延⾧等を行い、捕獲の強化に努め

たが、農林水産被害金額は依然として高

止まり傾向にある。

イノシシやニホンジカについては、引き

続き捕獲の強化を図るとともに、侵入防

柵の適正な設置や専門家による被害対策

手法の助言、指導など総合的な被害対策

を図る。

鳥獣害対策

室
農林

70 自然と調和した開発の指

導

基本目標Ⅳ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

所管課室 所属部局 評価類型

69 自然公園等の魅力向上に

向けた取組
自然公園利用者数(万人)

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

(R6年度)

(2024年度)

72 希少野生動植物の保護

71 レッドデータブックの充

実と活用

74 特定鳥獣保護･管理対策

の推進

73 鳥獣保護対策の推進

2

2
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重点プログラム進捗状況調査票

自然と共生した社会の形成

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅳ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

(R6年度)

(2024年度)

2
狩猟免許試験の休日開催及び各種広報活

動を行った結果、新規狩猟免許試験取得

者は599名であったが、一方で鳥獣の捕

獲を担う狩猟者は減少し、高齢化が進ん

でいる。

狩猟者の確保、育成を図るため、将来を

担う農業大学生や女性農業者等に対する

狩猟免許取得促進を図るとともに、今後

活躍が期待される女性狩猟者や銃猟ハン

ターの育成を図る。

鳥獣害対策

室
農林

2
国や市町村等などと連携し、特定外来生

物に対する正しい知識の普及啓発に努め

るとともに、特定外来生物であるヒアリ

やアルゼンチンアリ、ナガエツルノゲイ

トウの対策を実施した。

引き続き、各種講習会や広報媒体を活用

し、普及啓発に取り組む。
自然環境課 環文

自然とのふれあいの推進（P64）

37,818 41,000 30,626 28,791 1

念入りなフィールド管理や適切な施設修

繕等により、利用者が安全かつ過ごしや

すい場の設定に努めた。また、SNS等に

よる積極的な情報発信に加え、季節の動

植物情報をまとめた観察マップを定期的

に作成・配布した。

行事内容や企画展示内容の工夫・充実の

ほか、SNSでの情報発信、他イベントへ

のブース出展、小中学校への周知等、

様々な機会を捉え、利用者ニーズ、ター

ゲットを意識したＰＲにより利用促進を

図る。

自然環境課 環文 ②

131

(R4年)

(2022年)

168

(R9年)

(2027年)

144

(R5年)

(2023年)

144

(R6年)

(2024年）

35.1 2

中国自然歩道のルート標識の再整備を行

うとともに、関係市町村と連携して、自

然歩道施設の適正な維持管理を行った。

また、自然歩道の見どころやルートマッ

プをホームページで紹介し、自然歩道の

魅力を発信した。

引き続き、関係市町村と連携して、自然

歩道施設の再整備及び適正な維持管理に

努める。また、ホームページを活用した

情報提供やルートマップの配布により、

自然や史跡等の様々な魅力を発信し、さ

らなる利用促進を図る。

自然環境課 環文 ①

38,873

(R2年度～

R5年度の平

均値)

30,100

(R7年度～

R10年度の

平均値)

47,908

(R3年度～

R6年度の平

均値)

55,439

(R4年度～

R7年度の

平均値)

3
注目度の高い企画などもあり、多くの施

設で入場者数が増加した。公民館や各施

設で開催される講座にも多くの参加者が

集まった。

環境学習出前講座やエコツアーなど体験

型講座やフィールドワークを重視した環

境学習を推進し、主体的な取組ができる

人材の育成に努める。また、自然保護セ

ンターを活用し、自然観察会等の自然環

境に関する学習・体験活動を推進する。

自然環境課 環文 ③

里地・里山の保全（P65）

2 県下18,107haの農振農用地において、地

域ぐるみでの保全活動が実施された。

将来にわたり地域ぐるみの保全活動が維

持できる体制づくりに努める。
農村振興課 農林

257,111 280,000 232,106 316,536 3
SNS等を活用した戦略的なプロモーショ

ン実施と併せて、デジタルマーケティン

グの手法を活用し、広告配信の結果を分

析、改善することで、より効果的なター

ゲット層への訴求ができた。

ターゲット層である40代以下の女性や若

者、ファミリー層にいかに本県の魅力や

情報を届けるかが課題であり、デジタル

マーケティングを活用した効果検証をさ

らに進める。

中山間・地

域振興課
県民 ②

75 狩猟者の確保

78 自然とふれあえる体験の

場や機会の充実

⾧距離自然歩道の利用者数

(万人)

身近な自然体験プログラム

の参加者数(人)

77 自然環境学習等の推進
自然保護センターの利用者

数(人)

76 外来生物に関する普及啓

発等の推進

79 農地・農業用水等の保全

80 都市と農村との交流推進

移住・定住ポータルサイト

「おかやま晴れの国ぐら

し」へのアクセス数(件)

3
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重点プログラム進捗状況調査票

自然と共生した社会の形成

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

基本目標Ⅳ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

(R6年度)

(2024年度)

水とみどりに恵まれた環境の保全と創出（P66）

2
確実な再造林に向け、関係者の合意形成

のもと一体となって対策を実行するた

め、対策検討会議及び県民局ごとにWG

を設置し、課題解決の取り組みを行っ

た。

森林の適切な経営管理、造林作業の省力

化・効率化、伐採作業と造林作業の連

携、苗木の安定供給体制の構築、獣害対

策の強化といった課題に、技術・経営の

両面から支援を行う。

林政課 農林

137

(R3年度～

R5年度の平

均)

800

(R7年度～

R10年度の

累計)

193 193 24.1 2
少花粉スギ・ヒノキ苗木による植替えの

面積はおおむね計画どおりに実施されて

いる。

少花粉スギ・ヒノキ苗の安定的供給のた

め、採種園の整備及び苗木生産者へのコ

ンテナ苗生産資機材導入支援等に取り組

む。

治山課 農林 ①

2 緑の募金を原資とした事業により、公園

や小学校等の公共施設の緑化を図った。

引き続き、公園等の公共施設や学校環境

の緑化に努めるとともに、苗木の配布等

により地域と一体となった緑化意識の高

揚に努める。

自然環境課 環文

2
県民一人当たり都市公園面積は計画時点

より増加したが、県及び市町村における

新規の都市公園整備が減少しており、今

後の大きな伸びは見込めない状況にあ

る。

都市公園整備を引き続き促進し、住民と

一体となった都市緑化意識の高揚に努め

る。

都市計画課 土木

2

地域において緑化活動を実践しているみ

どりの少年隊の交流集会や、少年隊指導

者研修会の実施により、みどりの少年隊

の育成強化を図るとともに、みどりの大

会の開催、緑の募金の啓発等を行い、緑

化活動の推進を図った。

引き続き、岡山県緑化推進協会と連携

し、みどりの少年隊の育成強化やみどり

の大会の開催、緑の募金啓発に取り組む

など緑化活動の推進に努める。

自然環境課 環文

2

県内各地域における自然保護活動の様子

を県ホームページで紹介するとともに、

自然保護センターのホームページやSNS

等で四季折々の自然の様子やその保全活

動を発信した。また、R7年9月には自然

保護センターが自然共生サイトに認定さ

れた。

今後もネイチャーポジティブの実現に向

け、普及啓発や機運醸成を図るため、関

係市町村と連携しSNSやホームページ等

を活用しながら情報発信を図る。

自然環境課 環文

少花粉スギ・ヒノキ苗木に

よる植替えの面積(ha)

82 都市と近郊のみどりの創

出

81 森林の整備による快適な

環境の保全

83 緑化活動の推進

84 生物多様性の保全

2

2
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重点プログラム進捗状況調査票

環境の未来を支える担い手づくり

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

協働による環境保全活動の促進（P67）

2

県民団体、事業者団体、行政が協働した

「エコパートナーシップおかやま」の活

動を推進し、構成団体がそれぞれ自主

的・主体的な活動に取り組むとともに、

メールやエコパートナーシップおかやま

HPでの情報共有を図り、相互の環境パー

トナーシップの構築を推進した。

引き続き、地球温暖化防止対策をはじめ

とする環境保全活動を、県民団体、事業

者団体、行政等の協力体制のもと、県民

総参加の取組として積極的に推進する必

要がある。

環境企画課 環文

2

地域課題解決の担い手を育成するため、

起業者向けセミナーや個別相談会を開催

した。また、地域課題解決型事業の起業

等に要する経費の一部を補助するととも

に、採択者に対して伴走支援を行い、事

業の立ち上げ等の支援を行った。

引き続き、支援機関と連携しながら、地

域課題解決の担い手の掘り起こしを行う

とともに、地域課題解決型事業の起業等

の促進を図ることとする。また、起業後

のフォローアップにも努める。

経営支援課 産労

2

多くの方の参加を得て、地域の共有財産

である道路、河川、海岸及び公園への愛

着心が深まるとともに、公共施設利用者

のマナー向上が図られている。構成員の

高齢化や人数の不足等により活動を終了

する団体が増えており、今後もこの状況

は続くと見込まれる。

引き続き、支援機関と連携しながら、環

境問題などの地域課題解決の担い手の掘

り起こしを行うとともに、地域課題解決

型事業の起業等の促進を図ることとす

る。

道路整備課 土木

13 30 21 19 35.3 2 文書により庁内や市町村へイベントの登

録を依頼するなど、普及を図った。

県内の各種イベントが、「グリーンイベ

ントガイドラインおかやま」に基づくグ

リーンイベントとなるよう普及啓発を行

い、登録イベント数の増加に努める。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

環境学習・環境教育の充実（P69）

20,988 20,000以上 23,425 19,311 1

NPO等環境団体との協働の場として県が

設置した「岡山県環境学習協働推進広

場」を中心とした環境学習出前講座は、

県内に広く定着している。

環境学習エコツアーでは、令和７年度に

環境文化部内の他課が実施する類似事業

を統合し、特別コースを新設した。

環境学習出前講座は、質の向上を図りな

がら、引き続き実施していく。

エコツアーでは、できるだけ多くの団体

の参加が得られるよう周知に努める。

脱炭素社会

推進課
環文 ④

88 イベント等のエコ化の推

進

グリーンイベント登録数

(件)

89 環境学習の機会の提供

環境学習出前講座・

環境学習エコツアー参加人

数(人)

86 地域課題解決ビジネスの

支援

87 アダプト事業の推進

所管課室 所属部局 評価類型

85 環境パートナーシップの

形成促進

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

(R6年度)

(2024年度)

横断的な視点Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)
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重点プログラム進捗状況調査票

環境の未来を支える担い手づくり

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

所管課室 所属部局 評価類型

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

(R6年度)

(2024年度)

横断的な視点Ⅰ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

2

こどもエコクラブへのイベント案内や市

町村への事業周知などにより、子どもた

ちの環境活動を支援した。また県事務局

独自で絵日記・壁新聞コンクールを開催

した。R7(2025)年度末の会員数は33団体

1,641名である。

今後も各市町村と連携し、様々な広報媒

体を用いて積極的な加入促進を図るとと

もに、その活動を支援する。また、県事

務局独自の取組も充実させていく。

脱炭素社会

推進課
環文

2

みどりの少年隊交流集会の実施により、

野外活動等の体験の場を提供して、少年

隊相互の交流を図るとともに、少年隊の

指導者を対象に研修会を開催し、森林、

自然等に対する専門的知識の習得と指導

能力の向上を図り、少年隊の育成強化に

努めた。

引き続き、みどりの少年隊の交流集会や

少年隊の指導者等を対象とした指導者研

修を実施することにより、地域における

少年隊の緑化活動等を支援する。

自然環境課 環文

2

・東岡山工業高等学校においては、本来

なら廃棄物となる養殖飼育水を循環活用

しながら植物を育てる循環農法「アクア

ポニックス」の研究に取り組み、養殖し

た魚を飲食店に出荷したり、他県の水産

高校との交流学習や、各種発表大会での

成果発表を行った。

・鴨方高等学校においては、SDGsに先進

的に取り組む企業等を訪問し、持続可能

な社会を構築するための具体的方策につ

いて研究し、自分たちができる実践的取

組や、地域活性化に向けた方策を提案、

発表した。

・東岡山工業高等学校においては、引き

続きアクアポニックスの研究を行い、校

内５つの専門科で協力して設備の大型化

に取り組む。

・鴨方高等学校においては、校内の４系

列がそれぞれの得意分野を生かし、地域

で「マルシェ」を行う。実施に向けて、

地域の方と協力しながら探究活動に取り

組む。

・令和８年度より新たに倉敷鷲羽高等学

校を指定する。地域資源の持続的な活用

や環境保全に関する探究活動等を通じ

て、地域課題の解決に取り組む。

高校教育課 教育

105 105 109 106 3
高齢化等による指導者の登録辞退に対応

するため、指導者養成講座の開催による

新規指導者の養成や、指導者募集チラシ

の作成等を通して、新たな登録者を確保

した。

環境学習指導者の高齢化や、指導者間の

講座実施回数の偏りの課題があることか

ら、引き続き指導者の養成に努めるとと

もに、指導者レベルアップ研修会を開催

するなど、講座の質の向上に努める。

脱炭素社会

推進課
環文 ③

景観の保全と創造（P70）

2
市町村職員を対象とした景観行政セミ

ナーを開催し、新たに現地視察を取り入

れた。また、市町村訪問も実施したが、

景観行政団体に移行した市町村はなかっ

た。

セミナーの開催や、晴れの国おかやま景

観計画の改訂の検討などに取り組む。
環境企画課 環文

2
県有施設の放置自転車の施設管理者から

の相談や民間施設の光害に対する市町村

からの相談に対応した。

引き続き快適な生活環境の保全のため、

関係機関からの相談等に対応する。
環境企画課 環文

92 環境学習指導者の育成・

活用
環境学習指導者登録数(人)

93 地域の特色を活かした良

好な景観形成の推進

94 快適な生活環境の保全

91 スーパーエンバイロメン

トハイスクールの指定

90 子どもたちの環境活動へ

の支援
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重点プログラム進捗状況調査票

環境の未来を創る経済振興

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

経済成⾧と環境負荷低減の両立（P71）

2
中小企業が利用しやすい制度となるよ

う、融資限度額及び融資期間を拡充する

など、融資条件の見直しを行ってきた

が、平成29(2017)年度以降利用実績はな

い。

今後も関係機関と連携し制度の周知に努

めるほか、利用ニーズ等を踏まえた適切

な融資条件の設定に努めたい。

経営支援課 産労

2

新エネルギー・次世代エレクトロニクス

関連分野等への県内企業の参入を促進す

るため、当該分野の新技術・新製品に係

る情報提供等を行うとともに、企業と大

学等との共同研究開発に対して支援を

行った。

2050年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成⾧戦略の動きを県内ものづくり

企業のビジネスチャンスにつなげるた

め、技術情報の提供や、専属のコーディ

ネーターによる伴走支援を核とした新技

術・新製品の研究開発支援等を行う。

産業振興課 産労

2

きらめき岡山創成ファンド、次世代産業

研究開発プロジェクト創成事業費補助金

及び特別電源所在県科学技術振興補助事

業を活用し、県内企業の新技術・新製品

の研究開発を支援した。

また、EVの構造研究を県内企業とととも

に実施し、EV固有の技術や製品について

研究を行った。

引き続き、県内企業がEVに適切に対応で

きるよう、きらめき岡山創成ファンド、

キーテクノロジー成⾧研究開発プロジェ

クト創成事業費補助金及び特別電源所在

県科学技術振興補助事業の活用や、EVの

構造研究等を通じて、県内企業のEV関連

技術や製品の研究開発を支援する。

産業振興課 産労

56 71 60 66 66.7 3

県内環境産業の振興と循環型社会の形成

促進を図るため「中四国環境ビジネス

ネット」を設置し、県内外の企業・大学

等が有するニーズ・シーズ等の情報収

集・発信を行うとともに、産学官連携に

よる広域的なビジネスマッチングを推進

し、産業廃棄物等を利用する新技術、新

商品の研究開発や事業化等を支援した。

引き続き、コーディネーターを配置して

ニーズ・シーズの収集・集積に一層努め

るとともに、広域的なマッチングや、

メールマガジンなどによる情報発信、さ

らに、補助事業の活用により、産業廃棄

物を利活用する新技術、新商品の研究開

発・事業化を支援する。

産業振興課 産労 ①

2
県内に豊富に存在する木質バイオマスか

らの高機能で高付加価値な新素材の製品

開発を行う企業に対し、マッチングなど

各種の支援を行った。

高機能素材として注目されるセルロース

ナノファイバー等の実用化に向けた新技

術・新製品の研究開発に取り組む県内企

業等の支援を行う。

産業振興課 産労

96 脱炭素関連分野に関する

新技術等の研究開発の支援

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度

所管課室 所属部局 評価類型
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

横断的な視点Ⅱ

重点プログラム 指標

95 中小企業の新エネルギー

設備導入等の支援

97 電気自動車等の普及と技

術開発

98 循環型産業クラスターの

形成

循環型産業クラスター形成

促進事業を活用した製品開

発等への取組の数(件、累

計)

99 木質バイオマス由来の新

素材の活用推進

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)
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重点プログラム進捗状況調査票

環境の未来を創る経済振興

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度

所管課室 所属部局 評価類型
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

横断的な視点Ⅱ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)

2
総合特区計画記載の低コストボイラーは

全て稼働を開始し、これまでに実施した

復水タービンのモーター化と併せ計画上

の目標を達成している。

計画上の目標達成を維持するとともに、

今後の蒸気連携についても、継続して検

討・取組を行う。

産業振興課 産労

2
R8.2に水島港港湾脱炭素化推進計画を策

定するとともに、計画に位置付けられて

いる県の取組として、県管理照明設備の

LED化を実施した。

引き続き計画に位置付けている県管理照

明設備のLED化を実施し、水島港におけ

る脱炭素化の推進を図る。

港湾課 土木

2

省エネアドバイザー派遣事業により、２

１社の省エネ診断を行い、事業者の脱炭

素化を促した。また、脱炭素経営促進広

報事業により、事例を踏まえた脱炭素経

営に関するセミナーを３回、先行企業視

察を１回開催し、計１２１社の参加が

あった。

引き続き脱炭素経営に関するセミナーや

先行企業視察を実施するとともに、新た

に具体的な取組手法を学ぶ勉強会、脱炭

素経営に向けたロードマップ等策定に向

けた伴走支援を実施することにより、事

業者の取組状況に合わせた支援を行う。

脱炭素社会

推進課
環文

環境と好循環した農林水産業の振興（P72）

176 250 194 207 41.9 3
市町村、有機ＪＡＳ登録認証機関等と連

携し、おかやま有機無農薬農産物などの

PR等を行った結果、概ね予定通りの推進

ができた。

令和５(2023)年3月に市町村と共同で策定

した「岡山県みどりの食料システム戦略

基本計画」に基づき、国際水準以上の有

機農業の拡大や温室効果ガスの排出削減

に取組み、環境に配慮した農林水産業を

推進する。

農産課 農林 ①

2
林業生産性向上対策(間伐等森林整備の集

約化、路網整備等)と県産材の需要拡大対

策(県産材利用住宅助成、公共建築物等へ

の県産材利用促進、国内外への販路拡大

等)を一体的に実施した。

森林経営を集約化し、伐採促進や路網整

備、再造林の推進、高性能林業機械の導

入等による生産性の一層の向上を図ると

ともに、人工林資源を循環利用するた

め、民間建築物を含めた木造・木質化、

CLT等の普及、販路拡大等の県産材需要

拡大対策により持続的な林業生産活動を

推進し、林業・木材産業の活性化を通じ

て森林の適正な整備を促進する。

林政課 農林

2
国庫及び県単の造林関係補助事業を活用

し、間伐等の森林整備及び路網整備等を

実施した。

本格的な利用期を迎えたスギ・ヒノキの

主伐後の再造林の低コスト化を図るた

め、低密度（2,000本/ha程度）植栽を実

施する。

治山課 農林

100 コンビナートの脱炭素

化・高効率化の推進

102 環境保全型農業の推進
国際水準以上の有機農業の

取組面積(ha)

103 魅力ある林業の実現

101 脱炭素経営に向けた支

援

2

2
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重点プログラム進捗状況調査票

環境の未来を創る経済振興

数値
進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

進捗率

(％)

達成

レベル
数値

達成率

(％)

達成

レベル

R7(2025)年度 R8(2026)年度 R9(2027)年度 R10(2028)年度

所管課室 所属部局 評価類型
R7(2025)年度末時点での施策の

実施状況に対する評価、問題点等
今後の課題と施策展開

横断的な視点Ⅱ

重点プログラム 指標

現状

(R5年度)

(2023年度)

努力目標

(R10年度)

(2028年度)

(R6年度)

(2024年度)

環境に配慮した事業者の育成・拡大（P72）

125 150 134 140 60.0 3 研修会の開催や経費の補助等によりエコ

アクション２１の認証取得を促進した。

環境マネジメントシステムの必要性及び

エコアクション２１の認証取得につい

て、特に経済団体等を通じて積極的に情

報提供し普及拡大に努める。

脱炭素社会

推進課
環文 ①

2
事業者を対象に環境コミュニケーション

セミナーを開催し、142名が参加した。

リーフレットを作成してホームページに

掲載するなど、事業者による環境コミュ

ニケーションの推進に努めた。

事業者向けセミナーの開催、各種媒体に

よる普及啓発などにより、引き続き事業

者による環境コミュニケーションの推進

を図る。

環境管理課 環文

2
環境影響評価に係る手続を終了し、工事

や事業に着手した事案に係る事後調査等

について、必要な指導を行った。

環境影響評価法及び岡山県環境影響評価

等に関する条例に基づく審査を行い、環

境負荷の回避・低減のため、的確な知事

意見となるよう努める。また、事後調査

に対する指導等により、フォローアップ

を図る。

環境企画課 環文

90 100 95.2 95.2 52.0 3
国の基本方針に準じて、特定調達品目の

追加及び判断基準の変更等を行うととも

に、100％の達成率を目指して、県庁各

課に協力依頼を行ったが、令和４年度以

降は100％を達成できていない。

国の方針等を踏まえ、新たな指定品目の

追加等を行うとともに、県庁内各課の達

成率が100％となるよう、引き続き周知

徹底を図る。

循環型社会

推進課
環文 ①

107 ｢岡山県グリーン調達ガ

イドライン｣に基づく取組の

推進

岡山県グリーン調達ガイド

ラインに基づく調達目標を

設定している品目のうち目

標を達成した品目の割合

(％)

105 事業者による環境コ

ミュニケーションの推進

104 環境マネジメントシス

テムの普及拡大

106 環境影響評価の適正な

実施

エコアクション21認証･登

録事業者の数(事業者、累

計)
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